
議第４９号 呉市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基

準等を定める条例及び呉市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 改正の趣旨 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労

働省令第１７１号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年

厚生労働省令第１７４号）（以下これらを「国の基準」といいます。）の一部改

正に伴い，関係条例について，所要の規定の整備をするものです。 

 

２ 国の基準の改正内容 

(1) 就労に関する事項 

指定就労継続支援Ａ型の事業及び就労継続支援Ａ型の事業（以下「指定就労

継続支援Ａ型等の事業」といいます。）を行う者（以下「事業者」といいます。）

は，指定就労継続支援Ａ型等の事業の利用者の就労について，必要な知識，能

力等の向上に努め，その希望を踏まえなければならないこととされました。 

(2) 賃金及び工賃に関する事項 

ア 事業者は，生産活動に係る事業収入から必要経費を控除した額に相当する

金額が指定就労継続支援Ａ型等の事業の利用者に支払う賃金の総額以上にな

るようにしなければならないこととされました。 

イ 指定就労継続支援Ａ型の事業を行う者は，原則として，賃金及び工賃の支

払に要する額に自立支援給付を充ててはならないこととされました。 

(3) 運営規程に関する事項 

事業者は，指定就労継続支援Ａ型等の事業の運営についての重要事項に関す

る定めである「運営規程」に，指定就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ａ型の

生産活動に係る内容，賃金，工賃並びに利用者の労働時間及び作業時間の事項

も定めておかなければならないこととされました。 

【参考】 

用語 内容 

障害福祉サービス 障害のある人の障害の程度や介護者，居住等といった勘

案すべき事項を踏まえて提供されるサービスです。 

指定障害福祉サー

ビス 

市長が呉市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備

及び運営に関する基準等を定める条例で示す基準等（以

下「条例で示す基準等」といいます。）に適合すると認

めて指定した者が行う障害福祉サービスで，自立支援給

付費が支給されます。 

就労継続支援Ａ型 企業等への就労をすることが困難な障害がある人につ

いて，雇用契約に基づき，生産活動の機会の提供や知識



及び必要な訓練等を行うサービスです。 

指定就労継続支援 

Ａ型 

市長が条例で示す基準等に適合すると認めて指定した

者が行う就労継続支援Ａ型で，市から自立支援給付費が

支給されます。 

 

３ 市の考え方 

  国の基準が定める基準を「従うべき基準」等に分類し，それに対応するこの条

例の条項を示すと次の表のとおりです。 

  本市の実情に，国の基準と異なる基準とすべき事情や特性がないため，国の基

準を呉市の基準としています。 

国の基準 改正のある主な事項 

従うべき基準 【呉市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関

する基準等を定める条例】 

賃金及び工賃（第１６３条） 

【呉市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例】 

賃金及び工賃（第７９条） 

参酌すべき基準 【呉市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関

する基準等を定める条例】 

就労（第１６２条） 

運営規程（１６７条の２） 

【呉市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例】 

運営規程（第７１条の２） 

就労（第７８条） 

【参考】 

・従うべき基準 

条例の内容を直接的に拘束する，必ず適合しなければならない基準であり，

当該基準に従う範囲内で，地域の実情に応じた内容を定める条例は許容される

ものの，異なる内容を定めることは許されないもの 

・参酌すべき基準 

地方公共団体が十分参酌した結果としてであれば，地域の実情に応じて，異

なる内容を定めることが許容されるもの 

 

４ 施行期日 

平成２９年４月１日 

 

５ 新旧対照表 

 (1) 呉市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を

定める条例（第１条の規定による改正部分） 



 

現行 改正案 

（就労） （就労） 

第１６２条 （略） 第１６２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定就労継続支援Ａ型事業者は，就労の

機会の提供に当たっては，利用者の就労に

必要な知識及び能力の向上に努めるととも

に，その希望を踏まえたものとしなければ

ならない。 

（賃金及び工賃） （賃金及び工賃） 

第１６３条 （略） 第１６３条 （略） 

２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は，生産活

動に係る事業の収入から生産活動に係る事

業に必要な経費を控除した額に相当する金

額が，利用者に支払う賃金の総額以上とな

るようにしなければならない。 

２ （略） ３ （略） 

３ （略） ４ （略） 

４ 第２項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われる

１月当たりの工賃の平均額は，３,０００円

を下回ってはならない。 

５ 第３項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われる

１月当たりの工賃の平均額は，３,０００円

を下回ってはならない。 

６ 賃金及び第３項に規定する工賃の支払

に要する額は，原則として，自立支援給付

をもって充ててはならない。ただし，災害

その他やむを得ない理由がある場合は，こ

の限りでない。 

 （運営規程） 

第１６７条の２ 指定就労継続支援Ａ型事

業者は，指定就労継続支援Ａ型事業所ごと

に，次に掲げる事業の運営についての重要

事項に関する運営規程を定めておかなけれ

ばならない。 

(1) 事業の目的及び運営の方針 

(2) 従業者の職種，員数及び職務の内容 

(3) 営業日及び営業時間 

(4) 利用定員 

(5) 指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活

動に係るものを除く。）並びに支給決定



障害者から受領する費用の種類及びそ

の額 

(6) 指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活

動に係るものに限る。），賃金及び第１

６３条第３項に規定する工賃並びに利

用者の労働時間及び作業時間 

(7) 通常の事業の実施地域 

(8) サービスの利用に当たっての留意事

項 

(9) 緊急時等における対応方法 

(10)非常災害対策 

(11)事業の主たる対象とする障害の種類

を定めた場合には当該障害の種類 

(12)虐待の防止のための措置に関する事

項 

(13)その他運営に関する重要事項 

（準用） （準用） 

第１６８条 第１０条から第１８条まで，第

２０条，第２１条，第２３条，第２４条，

第２９条，第３７条から第４２条まで，第

５９条から第６２条まで，第６８条，第７

０条から第７２条まで，第７５条から第７

７条まで，第８８条から         

     第９４条まで，第１２８条及び

第１２９条の規定は，指定就労継続支援Ａ

型の事業について準用する。この場合にお

いて，第１０条第１項中「第３２条」とあ

るのは「第１６８条において準用する第９

１条」と，第２１条第２項中「次条第１項」

とあるのは「第１６８条において準用する

第１２８条第１項」と，第２４条第２項中

「第２２条第２項」とあるのは「第１６８

条において準用する第１２８条第２項」と，

第５９条第１項中「次条第１項」とあるの

は「第１６８条において準用する次条第１

項」と，「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と，第６０条中「療

養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ

型計画」と，第６１条中「前条」とあるの

は「第１６８条において準用する前条」と，

第１６８条 第１０条から第１８条まで，第

２０条，第２１条，第２３条，第２４条，

第２９条，第３７条から第４２条まで，第

５９条から第６２条まで，第６８条，第７

０条から第７２条まで，第７５条から第７

７条まで，第８８条から第９０条まで，第

９２条から第９４条まで，第１２８条及び

第１２９条の規定は，指定就労継続支援Ａ

型の事業について準用する。この場合にお

いて，第１０条第１項中「第３２条」とあ

るのは「第１６７条の２         

  」と，第２１条第２項中「次条第１項」

とあるのは「第１６８条において準用する

第１２８条第１項」と，第２４条第２項中

「第２２条第２項」とあるのは「第１６８

条において準用する第１２８条第２項」と，

第５９条第１項中「次条第１項」とあるの

は「第１６８条において準用する次条第１

項」と，「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と，第６０条中「療

養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ

型計画」と，第６１条中「前条」とあるの

は「第１６８条において準用する前条」と，



第７７条第２項第１号中「第６０条」とあ

るのは「第１６８条において準用する第６

０条」と，「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と，同項第２号中「第

５５条第１項」とあるのは「第１６８条に 

第７７条第２項第１号中「第６０条」とあ

るのは「第１６８条において準用する第６

０条」と，「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と，同項第２号中「第

５５条第１項」とあるのは「第１６８条に 

おいて準用する第２０条第１項」と，同項

第３号中「第６７条」とあるのは「第１６

８条において準用する第９０条」と，同項

第４号中「第７５条第２項」とあるのは「第

１６８条において準用する第７５条第２

項」と，同項第５号及び第６号中「次条」

とあるのは「第１６８条」と，第９１条中

「第９４条」とあるのは「第１６８条にお

いて準用する第９４条」と，第９４条中「前

条」とあるのは「第１６８条において準用

する前条」と読み替えるものとする。 

おいて準用する第２０条第１項」と，同項

第３号中「第６７条」とあるのは「第１６

８条において準用する第９０条」と，同項

第４号中「第７５条第２項」とあるのは「第

１６８条において準用する第７５条第２

項」と，同項第５号及び第６号中「次条」

とあるのは「第１６８条」と                         

                    

           ，第９４条中「前

条」とあるのは「第１６８条において準用

する前条」と読み替えるものとする。 

 

 (2) 呉市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（第２

条の規定による改正部分） 

現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運営規程） 

第７１条の２ 就労継続支援Ａ型事業者は，

就労継続支援Ａ型事業所ごとに，次に掲げ

る事業の運営についての重要事項に関する

運営規程を定めておかなければならない。 

(1) 事業の目的及び運営の方針 

(2) 職員の職種，員数及び職務の内容 

(3) 営業日及び営業時間 

(4) 利用定員 

(5) 就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に

係るものを除く。）並びに利用者から受

領する費用の種類及びその額 

(6) 就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に

係るものに限る。），賃金及び第７９条

第３項に規定する工賃並びに利用者の

労働時間及び作業時間 

(7) 通常の事業の実施地域 

(8) サービスの利用に当たっての留意事

項 

(9) 緊急時等における対応方法 



 

 

 

 

 

(10)非常災害対策 

(11)事業の主たる対象とする障害の種類

を定めた場合には当該障害の種類 

(12)虐待の防止のための措置に関する事

項 

 (13)その他運営に関する重要事項 

（就労） （就労） 

第７８条 (略) 第７８条 (略) 

２ (略) ２ (略) 

３ 就労継続支援Ａ型事業者は，就労の機会

の提供に当たっては，利用者の就労に必要

な知識及び能力の向上に努めるとともに，

その希望を踏まえたものとしなければなら

ない。 

（賃金及び工賃） （賃金及び工賃） 

第７９条 (略) 

 

 

 

 

 

第７９条 (略) 

２ 就労継続支援Ａ型事業者は，生産活動に

係る事業の収入から生産活動に係る事業に

必要な経費を控除した額に相当する金額

が，利用者に支払う賃金の総額以上となる

ようにしなければならない。 

２ (略) ３ (略) 

３ (略) ４ (略) 

４ 第２項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われる

１月当たりの工賃の平均額は，３,０００円

を下回ってはならない。 

５ 第３項の規定により雇用契約を締結し

ていない利用者それぞれに対し支払われる

１月当たりの工賃の平均額は，３,０００円

を下回ってはならない。 

（準用） （準用） 

第８４条 第８条，第９条，第１３条から第

１９条まで，第２４条から第２６条まで，

第２８条から第３２条まで，第３４条，第

３６条，第４１条，第４５条から第４９条

まで及び第５３条の規定は，就労継続支援

Ａ型の事業について準用する。この場合に

おいて，第９条第２項第１号中「第１７条

第１項」とあるのは「第８４条において準

用する第１７条第１項」と，「療養介護計

画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」

と，同項第２号中「第２８条第２項」とあ

るのは「第８４条において準用する第２８

第８４条 第８条，第９条，第１３条から第

１９条まで，第２４条から第２６条まで，

第２８条から第３２条まで，第３４条   

   ，第４１条，第４５条から第４９条

まで及び第５３条の規定は，就労継続支援

Ａ型の事業について準用する。この場合に

おいて，第９条第２項第１号中「第１７条

第１項」とあるのは「第８４条において準

用する第１７条第１項」と，「療養介護計

画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」

と，同項第２号中「第２８条第２項」とあ

るのは「第８４条において準用する第２８



条第２項」と，同項第３号中「第３０条第

２項」とあるのは「第８４条において準用

する第３０条第２項」と，同項第４号中「第

３２条第２項」とあるのは「第８４条にお

いて準用する第３２条第２項」と，第１６ 

条第２項」と，同項第３号中「第３０条第

２項」とあるのは「第８４条において準用

する第３０条第２項」と，同項第４号中「第

３２条第２項」とあるのは「第８４条にお

いて準用する第３２条第２項」と，第１６ 

条第１項中「次条第１項」とあるのは「第 条第１項中「次条第１項」とあるのは「第 

８４条において準用する次条第１項」と，

第１７条中「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と，第１８条中「前

条」とあるのは「第８４条において準用す

る前条」と読み替えるものとする。 

８４条において準用する次条第１項」と，

第１７条中「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援Ａ型計画」と，第１８条中「前

条」とあるのは「第８４条において準用す

る前条」と読み替えるものとする。 

 


